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道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、輸出はパナマやカナダ向けなどが増加している。個人消費は、冬物商品

の販売が堅調に推移している。住宅投資は持ち直している。公共投資は前年並みに推移して

いる。

生産活動は、基調としては緩やかに持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求

人数ともに改善している。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少している。
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①個人消費～持ち直しの動き

１１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比＋０．９％）は、４ヶ月ぶりに前年を上

回った。

百貨店（前年比▲０．５％）は、飲食料品、

その他の品目が前年を下回ったが、主力の衣

料品、身の回り品が前年を上回った。スー

パー（同＋１．３％）は、その他の品目が前年

を下回ったが、主力の飲食料品や衣料品、身

の回り品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋６．０％）

は、２ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～２ヶ月連続の増加

１１月の新設住宅着工戸数は、３，４６５戸（前

年比＋３２．６％）と２ヶ月連続して前年を上回

った。利用関係別では、持家（同▲８．９％）、

分譲（同▲１６．２％）はそれぞれ前年を下回っ

たが、貸家（同＋８３．３％）は前年を上回っ

た。

４～１１月累計では、２４，２１１戸（前年同期比

＋１２．０％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、持家（同＋５．６％）、貸家

（同＋１６．４％）、分譲（同＋２４．４％）いずれも

前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～生産は２ヶ月ぶりに低下

１１月の鉱工業生産指数は、前月比は

▲３．５％、前年比は▲２．３％と２ヶ月ぶりにそ

れぞれ低下した。

業種別では、前年に比べ食料品工業や石

油・石炭製品工業、パルプ・紙・紙加工品工

業などが上昇したが、タイの洪水の影響で輸

送機械工業が落ち込んだほか、金属製品工業

や印刷業などが低下した。

④公共投資～２ヶ月ぶりに増加

１１月の公共工事請負金額は、４１２億円（前

年比＋４．７％）と２ヶ月ぶりで前年を上回っ

た。

発注者別では、道（同▲１７．８％）、市町村

（同▲７．７％）は前年を下回ったが、国（同

＋２１．４％）は前年を上回った。

４～１１月累計では、請負金額６，００１億円

（前年同期比▲３．４％）と前年を下回ってい

る。

⑤雇用情勢～持ち直している

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５０倍となり、前月比では０．０１ポイント、

前年比では０．０６ポイント上昇した。前年比は

２２ヶ月連続の上昇となった。新規求人数は、

前年比１０．６％の増加となり２２ヶ月連続して前

年を上回った。業種別では、医療、福祉（前

年比＋１５．５％）や建設業（同＋２３．６％）、

卸・小売業（同＋８．９％）などが増加した。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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⑥来道客数～２ヶ月ぶりに前年を下回る

１１月の来道客数は、７９２千人（前年比

▲２．０％）と２ヶ月ぶりに前年を下回った。

航空機を利用した関東からの来道客数が１３ヶ

月連続で前年を下回っている。

４～１１月累計では、７，４４１千人（前年同期

比▲８．２％）と前年を下回っている。

⑦貿易動向～輸出は２ヶ月ぶりに増加

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比３２．７％

増の３２２億円、輸入が同６１．９％増の１，４６３億円

となった。

輸出は、一般機械や魚介類及び同調製品な

どが減少したが、自動車の部分品や鉄鋼など

が増加したほか、前年同月に実績のなかった

船舶が４０億円となり２ヶ月ぶりに前年を上回

った。

輸入は、原油・粗油や石油製品、肥料など

が増加して２３ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

１２月の企業倒産は、件数は３３件（前年比

▲１７．５％）、負債総額は３７億円（同▲６３．９％）

となった。件数は３ヶ月ぶりに、負債総額は

４ヶ月連続で前年を下回った。

業種別では、建設業１３件、サービス・他９

件、小売業７件などとなった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２３年１０～１２月期実績

前期に比べ、売上DI（△４）および

利益DI（△１１）は、ともに７ポイント

上昇した。売上DIは４期連続、利益DI

は２期連続の改善となった。

２．平成２４年１～３月期見通し

売上DI（△１４）および利益DI（△２１）

は、ともに１０ポイント低下し、先行きの

見通しに警戒感が強い。

定例調査

業況の持ち直し続く
第４３回 道内企業の経営動向調査

世界金融
危機

H２３．３
東日本大震災

公共投資の減少

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録 景気対策

原油価格
の高騰
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第４３回定例調査
（２３年１０～１２月期実績、２４年１～３月期見通し）
判断時点
平成２３年１２月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４８ １００．０％
札幌市 １７９ ４０．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９６ ２１．４
道 南 ３６ ８．０ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６６ １４．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７１ １５．９ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６７８ ４４８ ６６．１％
製 造 業 １７２ １１７ ６８．０
食 料 品 ５５ ３７ ６７．３
木 材 ・ 木 製 品 ２８ ２２ ７８．６
鉄鋼・金属製品・機械 ４５ ３１ ６８．９
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ２７ ６１．４
非 製 造 業 ５０６ ３３１ ６５．４
建 設 業 １４０ ９７ ６９．３
卸 売 業 ９０ ６４ ７１．１
小 売 業 １０１ ６２ ６１．４
運 輸 業 ５２ ３５ ６７．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２８ １８ ６４．３
その他の非製造業 ９５ ５５ ５７．９

〈図表２〉業種別の要点

要 点（１０～１２月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２３年
７～９１０～１２

２４年
１～３
見通し

２３年
７～９１０～１２

２４年
１～３
見通し

全産業 製造業・非製造業ともに改善続く △１１ △４ △１４ △１８ △１１ △２１

製造業 売上は１９年１－３月期（＋８）以来の
プラス水準に △６ １ △５ △１２ △４ △１０

食料品 販売価格低下、秋サケ不漁が響く １３ ６ ８ △５ ０ ６

木材・木製品 住宅着工が持ち直し、建材・合板は堅
調 △９ １３ △４ １３ ２２ △５

鉄鋼・金属製品・機械 設備投資が低迷し、原材料価格も上昇 △６ △１０ △１０ △１９ △３２ △２６

非製造業 建設業の一部に復興需要 △１２ △６ △１７ △２０ △１４ △２５

建設業 復興需要で技能工不足も △１４ △１０ △２２ △２６ △１９ △３４

卸売業 建材卸は堅調、食品・酒卸は不調 △２４ △１６ △２７ △２５ △２１ △３１

小売業 新車販売が持ち直す。事務用品は不振 １５ １９ ２ △６ △８ △１３

運輸業 燃料費上昇、観光バスの苦戦続く △１５ △１４ △１７ △１５ △６ △１４

ホテル・旅館業 観光客が回復せず △２９ △４４ △１１ △２４ △５０ △１２

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 
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価格引き下げ要請 

原材料価格上昇 

〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�過当競争（４９％） ±０ 約５年ぶりに第１位。建設業（８１％）は５ポイント上昇し、８割を超
える。

�売上不振（４７％） △５ ２期連続で低下するも、全業種でウエイト高い。

�原材料価格上昇（３９％） ±０ 製造業（６７％）で４ポイント上昇、非製造業（２８％）で２ポイント低
下。

�販売価格低下（３２％） ＋１ ホテル・旅館業（５０％）で１５ポイント低下するもウエイト大。

�諸経費の増加（２２％） △２ 運輸業（５１％）で１２ポイント上昇し、比較的高率。

�価格引き下げ要請（２０％） ＋１ 木材・木製品製造業（３６％）など製造業（２４％）で６ポイント上昇。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�過当競争
①
４９
（４９）

２７
（２９）

１９
（１８）

１８
（３２）

③
２９
（２３）

４１
（４７）

①
５７
（５６）

①
８１
（７６）

②
４４
（４８）

①
６０
（６３）

３１
（２６）

①
５６
（５９）

①
４４
（４３）

�売上不振
②
４７
（５２）

②
４７
（５３）

②
４７
（４５）

①
５０
（５０）

②
４５
（４２）

②
４８
（７７）

②
４７
（５２）

②
６０
（５８）

①
４８
（５４）

②
４２
（４７）

②
４９
（５１）

①
５６
（７１）

２４
（４３）

�原材料価格上昇
③
３９
（３９）

①
６７
（６３）

①
７８
（８３）

①
５０
（３６）

①
６１
（５５）

①
７４
（６７）

２８
（３０）

２３
（３０）

２７
（３４）

２８
（２７）

③
４０
（４６）

３９
（２９）

②
２７
（２１）

�販売価格低下
④
３２
（３１）

③
３３
（２９）

２８
（１５）

３２
（２７）

③
２９
（３２）

③
４４
（４３）

③
３２
（３３）

③
３３
（３８）

③
３２
（２３）

③
４０
（３６）

１１
（１３）

③
５０
（６５）

②
２７
（３３）

�諸経費の増加
⑤
２２
（２４）

２２
（３０）

③
３１
（３８）

５
（１４）

２３
（３２）

２２
（３０）

２３
（２２）

１８
（１８）

１３
（１５）

１８
（２７）

①
５１
（３９）

２２
（６）

②
２７
（２６）

�価格引き下げ要請
⑥
２０
（１９）

２４
（１８）

１７
（１３）

③
３６
（１４）

２６
（１９）

２２
（２７）

１８
（１９）

１５
（１５）

３１
（３０）

７
（１３）

１４
（１０）

２２
（１８）

２２
（２６）

�人件費増加 １６
（１５）

８
（１４）

１１
（２５）

５
（９）

３
（１０）

１１
（７）

１９
（１６）

１８
（１７）

１９
（１３）

２０
（１４）

１１
（１０）

２２
（１２）

２０
（２２）

	人手不足 １３
（１１）

１１
（１１）

１４
（１３）

１４
（５）

１０
（１６）

７
（１０）

１３
（１０）

２１
（１９）

２
（２）

３
（５）

１７
（１０）

１７
（２４）

２０
（７）


資金調達 １０
（９）

１１
（１２）

１１
（１５）

１４
（９）

１９
（２３）

－
（－）

１０
（８）

１１
（１０）

５
（７）

８
（５）

１１
（１３）

２２
（６）

９
（７）

�代金回収悪化 ６
（５）

６
（４）

３
（３）

１４
（１４）

７
（－）

４
（３）

５
（５）

３
（２）

８
（１０）

１２
（１１）

－
（－）

－
（６）

４
（４）

�設備不足 ３
（４）

６
（６）

１１
（１０）

５
（５）

３
（７）

４
（－）

３
（４）

－
（－）

３
（５）

５
（－）

－
（８）

１１
（１８）

２
（６）

その他 ４
（３）

５
（３）

１１
（８）

９
（５）

－
（－）

－
（－）

４
（３）

２
（１）

８
（５）

２
（２）

３
（３）

－
（６）

７
（６）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２３年
１～３４～６７～９１０～１２

２４年
１～３
見通し

２３年
１～３４～６７～９１０～１２

２４年
１～３
見通し

２３年
１～３４～６７～９１０～１２

２４年
１～３
見通し

全 道 △１７ △１６ △１１ △４ △１４ △２６ △２９ △１８ △１１ △２１ ２４ ２９ ３１ ３０ ２３（３２）

札幌市 △１２ △２１ △８ △２ △１１ △１７ △２６ △１０ △７ △２０ ２８ ３２ ３５ ３０ ２７（３２）

道 央 △５ △１２ △５ ２ △１０ △２５ △２７ △１４ △９ △１３ ２５ ３２ ３９ ３５ ２５（３４）

道 南 △３４ △１１ △２７ △１６ △２２ △３８ △３９ △４３ △１７ △２６ １４ １４ ２２ ２５ １１（３１）

道 北 △３０ △１６ △１５ △１２ △１８ △４４ △２８ △２７ △２０ △２９ ２０ ３１ ３０ ３２ ２１（３０）

道 東 △２８ △１５ △１１ △６ △１７ △３５ △３５ △２３ △１４ △２３ ２１ ２１ １６ ２０ １６（３５）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では道内企業の売上、利益はともに上昇し、業況は改善が続いています。建設

業では一部に震災の復興需要が見られ、今後も関連工事の取り込みが期待されていますが、

同時に職人不足に伴う工事の遅れも指摘されています。また、先行きについてはTPPの動向

などもあり、慎重感が漂っています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜乳製品製造業＞ 加工乳量が不足し、製品

によっては出荷制限を行わなければならな

い。さらに資材や運送費の値上げ要請もあ

り、利益も厳しい。

＜製菓業＞ 本州向け営業を強化し、売上は

過去最高となった。道内は値引き競争も激し

く、観光客も減少しているため、今後も本州

向けをいかに伸ばすかがポイントとなる。ま

た、震災の影響で包装資材の納期が延びてい

る。

＜水産加工業＞ 秋鮭が２年連続の不漁でコ

ストが増加し、販売も苦戦している。今後も

消費が上向く展開は見込めないため、見込み

生産で手を広げるのは危険である。

＜製材業＞ 輸入原料は、新興国の需要増加

に引きずられて高値が続いている。また、震

災の復旧工事により職人が不足し工事が遅れ

ている。

＜木製品製造業＞ 民間工事受注は、震災の

影響で出遅れていたものの、秋からは持ち直

している。しかし難しい注文が多く、手間が

かかる割には売上につながらない。

＜金属製品製造業＞ 売上・利益ともに上昇

した。自社工場を持っているため、コストダ

ウンに取り組みやすい。

＜金属製品製造業＞ 農業機械関連は、TPP

問題により農家が設備投資を抑制しており、

受注減となった。一方、ソーラー関連は民間

での設置が加速しており、今後の柱になると

思われる。

＜輸送用機械製造業＞ 不足人員はアルバイ

ト等で補充しているが、的確な指導ができる

社員が足りない。継続的に正社員を採用し、

将来的に中核人材となるべく教育する。

＜印刷業＞ 原材料が不足しており、入荷ま

で時間がかかるため早めに見込み発注をして

いる。

＜型枠工事業＞ 元請からの東京方面での応

援要請に応えているが、その結果、人員不足

となり工事がずれこんでいる。今後は、震災

復興関連の工事も次第に出てくると思う。

経営のポイント

復興需要取り込みに期待
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 営業エリア外からの受注が多

く、作業員が現場に固定されるため効率が悪

い。また、冬を前に追い込み時期に入った

が、工種によっては職人が不足し工程が遅れ

ている。

＜建設業＞ 震災の復興需要により売上・利

益とも大きく伸びたが、これに頼りきること

はできない。インフラ整備等、安定した需要

が必要である。

＜設備工事業＞ 老健施設等からスプリンク

ラー設置の受注が多くあるものの、社内要

員・協力業者ともに人員が足りず断念する

ケースがある。

＜空調機器卸売業＞ メーカーの生産拠点が

タイにあり、洪水被害による品薄が懸念され

た。このためそれなりの資金負担はあった

が、自衛手段として３ヶ月分を先行仕入れし

た。

＜建材卸売業＞ 職人不足による現場の工程

遅れが目立っており、仕上げ工事を担当する

業種に負担がかかっている。

＜農産物卸売業＞ 原発事故の影響により商

材の一部は道内産にシフトしているが、価格

の高低が激しく安定的な流通とはなっていな

い。

＜食品卸売業＞ 最低賃金法の改正は、扶養

家族の範囲内で働くパート職員にとっては、

実質的に労働時間の減少につながる。このた

め人員増は必至であり、経費が増大する。

＜農業資材卸売業＞ TPP動向の先行不透明

感から取引先が慎重姿勢となっている。当社

でも、独自の勉強会を計画中である。

＜靴卸売業＞ 震災以降、実用性のある商品

の重視や消費者の低価格志向の強まり等によ

り、定番商品が大幅に落ち込んだ。婦人物

は、ファッション商品などの不要不急な商品

が伸びず厳しいが、紳士・子供物は堅調であ

る。

＜燃料小売業＞ 原油価格の乱高下、ハイブ

リッドカーや電気自動車等の急速な普及な

ど、業界環境は継続的かつ急激に変化してい

る。経営の多角化等、なお一層の創意工夫が

必要である。

＜事務機器販売＞ 震災による部品供給の停

滞はかなり解消されたが、今度はタイの洪水

で一部商品の供給状況が悪くなっている。

＜家具店＞ 販売価格低下が続いているもの

の、同業他社が価格帯や商品点数を絞り込む

中、魅力ある商品開発により目標の販売数量

を確保できた。

＜農産物輸送業＞ 震災の影響で、本州での

輸送手段が列車から自動車に変更となった。

さらに、春の低温と夏の干ばつにより農産物

収量が多大な影響を受けた。このため輸送量

が大幅に減少し、いまだ回復していない。

＜バス会社＞ 震災により人の動きが鈍化し

ていたが、高速道路無料化社会実験の終了と

相まって、最近は利用者が戻ってきた。

経営のポイント
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＜都市ホテル＞ ビジネス客は前年並みに戻

ってきている。販売単価の下落分は集客増で

カバーする方針である。

＜廃棄物処理業＞ 建築系廃棄物は順調だ

が、受注拡大に伴い人員や車両不足が目立っ

ているため補充を急ぐ。産業廃棄物は、震災

以降、量販店やホテルを中心に減少した。

＜不動産業＞ テナント賃料引き下げにより

空室はなくなったが、既存入居者からも引き

下げ圧力が高まっている。また、設備機器

メーカーの人員や資材が復興需要にとられ、

所有ビルのメンテナンスが進まない。

＜建設コンサルタント＞ 東北に担当部署を

新設し、震災関連業務の体制強化を図る。

＜建設機械器具リース＞ 復興需要を見込

み、クレーンオペレーターを被災地に派遣し

た。例年、冬場に落ち込む需要を、通年で確

保できる環境を作りたい。

＜産業廃棄物処理業＞ 業界では、従来の廃

棄物処理から有価物買取りによるリサイクル

事業への比率が高まっている。しかし、買取

り競争の激化から仕入価格が上昇しており、

利益確保が厳しい。

経営のポイント
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年２月号

相談①
相談者A）いわゆる贈与税の配偶者控除を使おうと思い、２０年間連れ添った妻に自宅を贈
与して名義変更したが、申告期限（翌年３月１５日）までに贈与税の申告するのを忘れてしま
いました。なんとかなりませんか？
回答）残念ですが、なりません。通常の贈与として１１０万を超える分に贈与税が課税され
ます。

相談②
相談者B）夫は亡くなってしまったけれど、夫の給料は私が管理していた。生活費をやり
くりして貯めた私名義の通帳はどうなりますか？
回答）財産の帰属は所得に基づいてまず考えます。ご主人の所得から発生した財産を、専
業主婦のBさんが自分の通帳で管理していただけですので、ご主人の財産となると考えられ
ます。
B）自宅の金庫に入っていた孫の通帳は、毎年１１０万ずつ夫が孫のために贈与していた通

帳ですが、こちらはどうなりますか？
回答）金庫に入っている時点でご主人が管理していることになりますので、贈与となら

ず、お孫さん名義のご主人の預金です。税務調査があった場合は銀行印などの確認によって
預金名義に係わらず相続財産であるかないかの判断を行います。
B）金庫に入っている、契約者が孫の名義になっているこの養老保険は、どうなります

か？
回答）ご主人の口座から保険料が払い込まれていますので、ご主人が負担したお孫さん名
義のご主人の財産です。今お手許にあるということはやはり贈与とは認められません。

１．はじめに（相続の統計）

ご承知のとおり日本は人口減少社会に入っている。総務省の統計では、平成２３年２月１日時点

の人口は前年同月７万人減少し、１億２７９８万人と発表されている。当然だが、生まれる人よりも

亡くなる人が多い。従って相続を日常的出来事だと理解し行動できれば、事業承継はもっと円滑

に進み、いわゆる“争続”も最低限に抑えられるであろうし、節税も可能であろう。

しかし、頭ではわかっても自分や家族がいなくなる計画を作るのは難しい。税理士の立場から

でも、ご本人が亡くなった場合の相続税試算を説明するのは心苦しい。ゆえに事前の対策が遅

れ、相続が発生すると家族は大変苦労する。

また、国税庁の統計では、相続財産の課税価格はここ数年は１０兆円前後ながら、評価の変動が

ない預貯金に関しては平成１１年に２兆円を超えてからほぼ右肩あがりに増加し、平成２１年には

２．５兆円となっている。相続税法改正による課税最低限の引き下げが行われれば、家族の苦労は

さらに増えるであろう。

２．相続の現場から

まず、よく受ける相談をいくつか列挙するので、ご注意頂きたい。

経営のアドバイス

相続について―“争続”にならないために―
株式会社むらずみ経営
税理士法人むらずみ総合事務所

執行役員部長・税理士 橋本 優三
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経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年２月号

相談③
相談者C）自分の会社は今期、今のところ赤字だが、自分から会社への役員借入金を１０００
万円債務免除して黒字にしたいのだが。
回答）債務超過ではない状態の会社への債務免除は、債務免除者から株主への贈与となる
場合があります。御社の株主には奥さんや息子さんもいますので注意が必要です。
C）債務免除が贈与とは理解できないが？
回答）贈与がいくらになるかを確認するためには、自社株の評価が必要です。
C）さっそく、株の評価をしてもらったが、この計算書に載っている借地権とはなんだ？
回答）会社の建物は、社長の個人名義の土地の上に立っています。伺ったところでは、無
償返還の届出も出されていないようですし、地代も適正とは言えませんので、借地権が自然
発生しています。

相談①は婚姻関係２０年以上の夫婦間で居住用不動産を贈与した場合、配偶者控除として２０００万

まで贈与税が非課税となる制度だが、期限内申告が大前提。（（注）平成２３年１２月２日施行の税制

改正において、同日以後に提出期限が到来する贈与については、期限内申告でなくとも適用可能

となりました。さらに同日以前に申告期限が到来したものについても、更正の申出書の提出によ

り認められる可能性が出てきました。）

相談②は、相続税の申告実務のポイントであり、税務調査でも必ず確認される部分である。贈

与は契約行為であるので、あげる人は「あげた」、もらった人は「もらった」という意思（客観

的事実）がないと成立しない。贈与したいが使われては困るため秘密にしていたのでは、贈与は

成立しない。ちなみに贈与税も相続税も納税者が申告する制度のため、その行為をすぐに否定さ

れることはあまりないが、税務調査の場面で課税されるケースが多い。

相談③は、債務免除は景気が停滞している現状ではよくある話であり、借地権の問題も歴史あ

る企業で発生している。資産税に詳しくないと税理士でも判断が難しいのでいずれもご注意願い

たい。

３．相続が発生したら…

亡くなる方ももちろんお気の毒だが、遺される家族は、亡くなるまでの看病疲れの状態で、相

続が発生する。葬儀社との打合せ、通夜、告別式、法要となれない儀式が続き、家族が多い場合

弔問の方々へのお礼など気苦労も大変である。

相続が発生すると、仏壇や墓石、各士業などの営業DMや役所からの書類もどんどん送られて

くる。公共料金、火災保険、自動車、不動産、預金など物の数だけ名義変更の手続もある。被相

続人の預金は凍結されるので、預金の解約を優先する場合も多い。

遺言がなければ、財産の名義変更に関する手続のほとんどは、相続人全員の自筆による署名と

実印がないと変更出来ない。遺言が無い場合には、その財産の分け方を相続人の間で遺産分割協

議書にまとめないと自由に使うことはできない。話し合うには財産目録を作ってどういう財産が

あるか整理しなければならない。前述した家族名義の預金などがあると誤解が生じる恐れもある。
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分割対策（争続対策） ① 生前贈与
② 死因贈与
③ 遺言
④ 財産組替
⑤ 信託

節税対策 ① 生前贈与（一般）
② 生前贈与（住宅取得資金）
③ 自社株対策
④ 不動産の有効利用
⑤ 不動産管理会社活用
⑥ 生命保険活用
⑦ 養子縁組

納税対策 ① 生命保険の活用
② 不動産の有効利用
③ 不動産処分換価
④ 物納対策

財産管理対策 ① ペイオフ対策
② 成年後見制度活用 任意後見制度
③ 信託

４．だから相続対策を

（１）相続対策とは？

相続対策は、相続税の対策ばかりでなく、以下のような分類で考えられる。今回は分割対策と

節税対策のうち自社株対策を少し解説したい。

（２）分割対策（争続対策）

相続人で争いが始まると、税金などのお金の問題ではなくなってしまい、感情論となりがちな

ので弁護士に活躍の場は生まれるが、誰も幸せにはならない。以下のような場合には、家族の平

穏を願うならばなんとしても検討すべきである。

① 夫婦の間に子供がいない場合

必ず遺言を残すこと。子供がいない場合、相続人は残された配偶者と被相続人の兄弟姉妹

（兄弟姉妹が先に亡くなっている場合は甥・姪まで）となる。兄弟姉妹円満の場合であって

も、預貯金や不動産などの名義変更には相続人全員の署名と実印が必要なため、書類を依頼す

るのも気苦労が絶えず、兄弟にも手続の負担がかかる。

② 相続人以外の方に財産を残したい場合

息子のお嫁さんや配偶者側の親戚でお世話になった方など、相続人ではない親族は生前に贈

与するか遺言がなければ、財産を遺してあげられない。
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③ 再婚している場合

生活を供にしていても養子縁組をしていない配偶者の連れ子は相続人ではない。逆に疎遠に

なっていても相続人となる人もいる。遺言に限らないが、何らかの手当てがなければ身近な家

族は守れない。

④ 被相続人からの生前の支援が偏っている（ようにみえる）場合

相続人間の不公平感は事業承継の場面でも多く見られるため、遺留分については特例民法を

施行するほど国も問題視している。円満解決により近づくよう、生前の対策が必要である。ま

た、被相続人から事業を引き継いだ相続人は、他の相続人から経営の苦労を評価してもらえ

ず、経営に必要な資金も理解してもらえず、権利を主張されることすらある。

別のケースでは、二世帯で親の世話をしていた相続人が、生活費を支援してもらっていたの

ではないか、車は親のお金で買ったのではないか等々、財産目録を公開しても何か隠している

のではないかと財産を過大に評価されてしまうこともある。

両親のどちらかが健在であれば、協議はまとまり易い。しかし、既にいない場合は裁判にな

らずとも、結局、まとめ役（後継者や長男）が不利な形で協議内容を譲歩する場面を良く見

る。

（３）節税対策（自社株対策）

事業意欲がある経営者ほど、会社は自分の子供のような存在で、いつまでも経営に携わりたい

と考えるはずである。そこに勤める社員も経験と実績を兼ね備えた経営者の下で働く方が働きや

すいに決まっている。それらも合わせて自社株対策がなかなか進まない原因をまとめてみる。

a．相続はいつやって来るかわからないので対策の期限が決まらない

b．相続税の試算は社長が亡くなる前提なので、気分が悪い

c．景気の変化が激しいので、今の状況がよくても将来どうなっているかわからない

d．後継者に事業を引き継ぐのはまだ早い、心配だ

e．株式を手放すと経営権が揺らぐ

上記のa、b、cは税理士の業務範囲外だが、d、eは信託と種類株式を検討することで対応でき

る可能性はある。

①信託

信託法が改正され、その可能性は大きく期待されている。信託には人物が３人登場する。

委託者‥財産を持っている人

受託者‥財産を管理する人

受益者‥財産から利益を受ける人

不動産の場合、信託を行うと登記上、所有権は所有者（委託者）から受託者へ名義が変わる。

財産を管理するのは受託者となる。ところが税務上の所有者は、受託者ではなく受益者とな

る。受益者は信託契約で自由に決められる。信託は、財産から利益を受ける人と、財産を管理す

る人とを分ける事が可能なのである。
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株主の権利 ・配当を受ける権利
・残余財産の分配を受ける権利
・株主総会（種類株主総会）の議決権
・種々の場合の株式買取請求
・定款・株主名簿の閲覧請求
・株券交付請求
・総会議事録、取締役会議事録閲覧請求
・決算書、合併契約書閲覧請求
・会計帳簿閲覧権（持株割合３％以上）

株式の種類 ・剰余金の配当についての種類株式（配当が他と異なる）
・残余財産の分配についての種類株式（残余財産分配が他と異なる）
・議決権制限株式（議決権の全部又は一部が行使できない）
・譲渡制限株式（譲渡による取得について会社の承認が必要）
・取得請求権付株式（株主が会社に取得を請求できる株式）
・取得条項付株式（一定条件で会社が株主から株式を取得できる株式）
・全部取得条項付種類株式（会社が特別決議により全部を取得できる株式）
・拒否権付種類株式（黄金株）（種類株主総会の決議が必要とされる株式）
・取締役・監査役選任権付株式（種類株主総会で取締役等の選任できる株式）

これを自社株対策に活用する場合、株価対策をして株式を移転する際、単純に贈与するのでは

なく、信託契約を結んで社長が委託者及び受託者、後継者を受益者とする。税務上は受益者へ所

有権が移り贈与となるが、社長は受託者として株主の権利を行使できるため、経営権を確保しつ

つ後継者の成長を待つことが可能となる。

また、夫婦に子供がいない場合において、遺言の代わりに信託を使うことも可能である。自分

が亡くなったら、妻に全部相続させたいが、妻が亡くなった後は妻の兄弟には相続させたくない

場合、妻が亡くなった後、自分の兄弟に渡すことが信託では可能である。

②種類株式

種類株式とは株主の権利を制限することや、特別の条件をつけることが可能な株式である。例

えば、社長が持っている普通株式の一部を種類株式に変更し従業員に売却する。この種類株式に

は株主総会において議決権がないという条件と、一定の場合に会社は種類株式を取得できるとい

う条件をつける。売却価格は、いわゆる配当還元価額により売買可能であるため、持株を減らす

ことでかなりの節税が期待できる。

議決権がない株式を売却する分にはそれによって経営権が揺らぐことはない。従業員が退職し

た場合に買取ることとしておけば株式の分散を防ぐことも可能である。ただ、この種類株を発行

する場合には、購入する側には配当などのメリットを与える必要がある。

また、種類株式の株主であっても株主の権利である、決算書等の閲覧請求があった場合には開

示義務がある。大事な部分であるので、以下、種類株式で検討すべき株主の権利と株式の種類を

まとめる。
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５．おわりに

筆者の日々の業務は、相続対策より相続発生後の業務が残念ながらまだまだ多い。相続発生に

伴ってご遺族がしなければならない作業は、大事な方を失ったばかりの方々にとって更なる負担

となってやってくる。今できることが少しでもあれば、どうか行動を起こして頂きたいと願うも

のである。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．６ ３．９ ９３．８ ８．９ ９６．５ ４．１ ９５．２ ９．３ ９２．５ １．９ ９２．６ ３．５

２２年７～９月 ９３．６ ６．１ ９４．３ １４．０ ９６．１ ５．５ ９５．７ １４．４ ９０．４ △３．７ ９７．３ ３．５
１０～１２月 ９２．５ ０．５ ９４．２ ５．９ ９５．５ ０．７ ９５．４ ６．４ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８

２３年１～３月 ９５．４ １．１ ９２．３ △２．５ ９６．９ △１．０ ９３．６ △２．６ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４～６月 ９１．４ △２．０ ８８．６ △６．８ ９７．２ △０．５ ８８．１ △８．４ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７～９月 ９４．８ １．２ ９２．４ △２．１ １０１．０ ５．０ ９３．９ △２．０ ８８．８ △１．８ １０２．７ ５．５

２２年 １１月 ９３．７ ２．４ ９３．９ ７．０ ９６．４ ２．８ ９５．９ ８．７ ８９．２ △５．１ ９５．２ ２．０
１２月 ９３．３ △０．１ ９６．２ ５．９ ９５．９ △０．１ ９７．１ ５．９ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８

２３年 １月 ９６．９ １．９ ９６．２ ４．６ ９５．９ △２．０ ９６．３ ３．２ ８７．６ △５．９ １００．５ ７．０
２月 ９７．４ ２．６ ９７．９ ２．９ ９８．８ ０．２ ９９．５ ３．６ ８８．４ △２．６ １０２．０ ６．９
３月 ９１．９ △１．１ ８２．７ △１３．１ ９６．１ △１．２ ８５．０ △１２．１ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４月 ９４．０ △０．２ ８４．０ △１３．６ ９８．７ １．５ ８２．８ △１６．１ ９０．８ １．６ ９８．２ ３．３
５月 ８７．２ △５．４ ８９．２ △５．５ ９２．６ △４．１ ８７．２ △８．０ ８９．３ ０．７ １０３．７ ７．７
６月 ９２．９ △０．６ ９２．６ △１．７ １００．４ ０．９ ９４．３ △１．８ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７月 ９５．９ １．８ ９３．０ △３．０ １０３．７ ７．２ ９４．４ △３．０ ８５．７ △３．８ １００．７ ４．１
８月 ９５．１ ３．１ ９３．６ ０．４ １０１．３ ５．９ ９４．６ ０．２ ８８．４ △１．４ １０２．８ ５．８
９月 ９３．５ △１．０ ９０．５ △３．３ ９７．９ ２．０ ９２．７ △２．９ ８８．８ △１．８ １０２．７ ５．５
１０月 r ９４．８ ４．６ r ９２．５ ０．１ １００．５ ６．６ r ９２．９ △０．３ r ８６．５ △３．２ r１０３．６ ７．０
１１月 p９１．５ △２．３ p９０．１ △４．０ p９７．６ １．３ p９１．５ △４．５ p８７．５ △１．９ p１０２．８ ８．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７７６△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５０９ △１．４

２２年７～９月 ２３０，７０９△１．１ ４８，４７０ △１．６ ５３，３８６ △２．５ １６，１１４ △３．０ １７７，３２３ △０．６ ３２，３５６ △０．８
１０～１２月 ２５７，１１８△１．３ ５３，５５８ △０．５ ６１，７３６ △３．４ １９，４２１ △０．６ １９５，３８２ △０．６ ３４，１３７ △０．５

２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ ４６，９９０△２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ ３１，２５４ △１．０
４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４６３△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７３８ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４６△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８９ △１．７

２２年 １１月 ７６，３９０△２．５ １６，６３４ ０．１ １８，０４３ △４．９ ６，０２６ △０．４ ５８，３４８ △１．７ １０，６０８ ０．５
１２月 １０３，２５０△１．７ ２０，７９３ △１．７ ２５，５１５ △３．９ ７，８３９ △１．５ ７７，７３５ △０．９ １２，９５４ △１．８

２３年 １月 ７８，９４８△２．２ １７，４０６△０．７ １９，０５７ △５．６ ６，０２４ △１．１ ５９，８９１ △０．９ １１，３８２ △０．４
２月 ７０，３３４ ０．０ １４，４６９ ０．５ １５，９３６ △１．４ ４，７１０ ０．６ ５４，３９８ ０．５ ９，７５９ ０．４
３月 ７９，５７５△２．０ １５，１１５△７．５ １７，８２９ △９．７ ５，００２ △１５．０ ６１，７４６ ０．８ １０，１１３ △３．０
４月 ７７，６４５△１．３ １５，６５７ △１．９ １６，８７０ △２．４ ５，１４８ △１．８ ６０，７７５ △０．９ １０，５０９ △１．９
５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４ △２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４
６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３ △０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４６ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７５△２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４７ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７△０．８ １６，０５７△１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 p ７７，６０２ ０．９ p １６，３７３△２．５ p １７，９４９ △０．５ p ５，８９１ △２．２ p ５９，６５３ １．３ p １０，４８２ △２．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８７／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.01.20 17.47.58  Page 21



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．７ ０．６ １０１．０ ０．４ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５

２２年７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．５ △０．５ ９９．７ △１．０ ８５．８６ ９，３６９
１０～１２月 １１０，４３６ △１．８ ２０，４０２ △０．９ ９９．９ △０．１ ９９．９ △０．３ ８２．５８ １０，２２９

２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５
４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００

２２年 １１月 ３５，６４７ ０．０ ６，６２０ ０．７ ９９．９ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．４８ ９，９３７
１２月 ３９，６７４ １．８ ７，２６７ ２．８ １００．０ ０．５ ９９．６ ０．０ ８３．４１ １０，２２９

２３年 １月 ３５，８２８ ３．８ ６，６３８ ４．５ ９９．９ △０．３ ９９．５ △０．６ ８２．６３ １０，２３８
２月 ３３，３８４ ４．７ ６，２６８ ５．９ １００．０ △０．３ ９９．５ △０．５ ８２．５３ １０，６２４
３月 ３７，３０２ ５．４ ７，１１６ ７．２ １００．４ △０．１ ９９．８ △０．５ ８１．７９ ９，７５５
４月 ３５，３８２ １．５ ６，６３０ １．０ １００．６ ０．３ ９９．９ △０．４ ８３．３５ ９，８５０
５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４
６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３

２２年７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６
１０～１２月 ２６，５９７ △２３．９ ８，１９８ △２７．２ １０，２７４ △２７．２ ８，１２５ △１５．１ ７４９，８８１ △２７．２

２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６
４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０

２２年 １１月 ９，５３５ △２４．０ ３，０５０ △２０．７ ３，８４１ △２６．５ ２，６４４ △２３．９ ２５８，７３２ △２９．８
１２月 ７，５７１ △２４．１ ２，３７８ △３１．８ ２，８４３ △２６．８ ２，３５０ △９．７ ２３９，６５６ △２５．５

２３年 １月 ８，５７５ △１６．６ ２，３３４ △３０．１ ３，４８８ △１１．１ ２，７５３ △８．８ ２５９，０７９ △１９．０
２月 １１，１８６ △１２．０ ３，１７４ △２４．０ ４，３１５ △１０．０ ３，６９７ △１．１ ３４１，０３４ △１３．８
３月 １６，２７９ △３２．７ ４，８２０ △４０．５ ６，７８８ △２９．１ ４，６７１ △２８．４ ３６３，５７３ △３７．４
４月 ７，５８３ △４８．７ ２，００６ △５３．０ ３，２８３ △４９．５ ２，２９４ △４３．０ １５３，５２９ △４８．５
５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３
６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８７／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.01.20 17.47.58  Page 22



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １１１，８４１ △３．８
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１

２２年７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２１，８６３ １３．９
１０～１２月 ７，８００ △５．１ ２，１８７ ６．９ １２９，８９７ △２５．２ ２５，３６９ △１４．８ １９，１７７ ５．６

２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９
４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８

２２年 １１月 ２，６１３ △１５．０ ７２８ ６．８ ３９，３９４ △２２．７ ７，９１２ △６．３ ５，８７４ １２．９
１２月 ２，４００ △５．２ ７４５ ７．５ ３４，９９７ １４．７ ７，０９０ △１８．１ ７，２３５ △０．６

２３年 １月 １，９５０ ６１．２ ６６７ ２．７ １７，９５５ ８９．４ ５，２１８ △９．９ ５，５９７ ５．６
２月 １，７９７ ３０．８ ６２３ １０．１ １６，９１３ △１０．５ ６，０３４ ４．２ ６，５４３ １１．５
３月 ２，１６０ △９．４ ６３４ △２．４ １２８，２１２ ２５．０ １２，９４２ △３．５ １１，３９０ ９．１
４月 ２，６７６ ５．１ ６６８ ０．３ １１８，１６１ △１４．４ １１，７９７ △１１．２ ６，５９０ △０．２
５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５
６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３

２２年７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５
１０～１２月 ２，６２５ △２．５ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ １０７ △７．８ ３，２９９ △６．５

２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．７ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４
４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．７ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８

２２年 １１月 ８０８ △４．７ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ ３７ ５．７ １，０６１ △６．２
１２月 ８１２ △３．０ ０．４２ ０．５６ ↓ ４．６ ４０ △４．８ １，１０２ △２．９

２３年 １月 ７８２ △１．１ ０．４２ ０．５９ ↑ ４．７ ３９ ２．６ １，０４１ △２．０
２月 ８１０ △１．４ ０．４４ ０．６１ ５．３ ４．６ ４１ １７．１ ９８７ △９．４
３月 ６６０ △２７．６ ０．４４ ０．６０ ↓ ４．９ ４５ ２５．０ １，１８３ △９．９
４月 ５６２ △２５．３ ０．４０ ０．５２ ↑ ４．９ ５２ １５．６ １，０７６ △６．７
５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ ４．６ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８
６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ － ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ － ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，２５７ ６．１ ６７７，９１７ １４．９ １，２２８，１４０ ２５．６ ６２４，１３１ １６．０

２２年７～９月 ８３，７５１ △１３．０ １７０，３１３ １７．８ ２７６，８３０ １８．３ １５４，０８６ １４．９
１０～１２月 ９０，０９９ ６．１ １７２，７４３ １０．０ ２９４，４９８ １１．０ １５５，８４５ １１．３

２３年１～３月 ８６，２５５ １．７ １６４，２０５ ２．４ ３６０，８７８ ２７．１ １６０，６３３ １１．４
４～６月 ９２，５１６ １２．６ １５６，９２２ △８．０ ３７２，８２４ ２６．０ １６９，４９８ １０．４
７～９月 ９７，２２１ １６．１ １７１，１４３ ０．５ r ３７３，４７３ ３４．９ １７５，３２１ １３．８

２２年 １１月 ２４，２７１ △１３．２ ５４，３９８ ９．１ ９０，３６８ １１．９ ５２，８２２ １４．３
１２月 ３５，１７３ ３０．６ ６１，１２０ １２．９ １１３，５００ １７．９ ５３，９２４ １０．７

２３年 １月 ２６，９７６ ２１．５ ４９，７０３ １．４ １１５，４３１ ２１．７ ５４，４９７ １２．２
２月 ２５，９３８ △２２．０ ５５，８９０ ９．０ １２２，２３０ ３２．５ ４９，３８７ １０．０
３月 ３３，３４１ １３．７ ５８，６１２ △２．３ １２３，２１７ ２７．２ ５６，７４９ １２．０
４月 ３２，５０８ １１．１ ５１，５６６ △１２．４ １３３，６４０ １９．７ ５６，２４３ ９．０
５月 ３６，３０２ ５２．０ ４７，６００ △１０．３ １３８，９４５ ５９．４ ５６，１７３ １２．４
６月 ２３，７０６ △１８．３ ５７，７５６ △１．６ １００，２３９ ３．２ ５７，０８２ ９．８
７月 ３０，４００ △７．７ ５７，８１０ △３．４ １２０，３１４ ２２．３ ５７，１３２ ９．９
８月 ３１，６７０ ４２．９ ５３，５６６ ２．８ １３３，１４２ ７１．４ ６１，３６１ １９．２
９月 ３５，１５１ ２２．６ ５９，７６７ ２．３ r １２０，０１７ １９．１ ５６，８２８ １２．２
１０月 r ３０，３４９ △１．０ ５５，０７５ △３．８ r １３２，３５６ ４６．０ r ５７，８９３ １７．９
１１月 p ３２，２１５ ３２．７ ５１，９６６ △４．５ p１４６，３３２ ６１．９ p ５８，８４２ １１．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６

２２年７～９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０～１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２３年１～３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４～６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７～９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４

２２年 １１月 １３４，５５１ １．９ ５，７５８，６３５ １．９ ９１，１２３ △０．２ ４，０６０，２７２ △１．８
１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２３年 １月 １３３，９９３ １．２ ５，７６２，０２１ １．８ ９１，５６５ △０．５ ４，０６４，８５７ △１．８
２月 １３４，３７５ ０．９ ５，８０６，２０８ ２．２ ９１，７０１ △０．３ ４，０６４，４６７ △１．８
３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４月 １３７，８２０ ２．４ ５，９５２，４４４ ３．０ ９２，９３６ ０．５ ４，０９５，７２８ △０．２
５月 １３６，６７７ １．６ ５，９５８，００８ ２．８ ９１，３０９ ０．０ ４，０７２，７４８ △０．４
６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７月 １３６，５７９ １．９ ５，８８９，９６８ ２．７ ９０，８３４ ０．４ ４，０８１，４３８ △０．１
８月 １３６，３６２ １．８ ５，８９７，３９４ ２．７ ９０，８３２ ０．５ ４，０６６，０１５ ０．０
９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０月 １３６，２１２ １．８ ５，８９９，８７０ ３．０ ９１，５３１ ０．１ ４，０８９，１０１ ０．５
１１月 １３６，８８６ １．７ ５，９５２，９７９ ３．４ ９１，２６５ ０．２ ４，０９２，１９７ ０．８

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８７／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.01.20 17.47.58  Page 24
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成23年10～12月期実績、平成24年1～3月期見通し） 

●相続についてー“争続”にならないためにー 
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